
 

令和２年度中小企業労働事情実態調査結果のポイント  

調査の概要 

・調査時点：令和２年７月１日 

・調査対象：県内中小企業１，３００社 

・回収状況：５５０社（製造業３０７社、非製造業２４３社） 

・回 収 率：４２．３％ 

 

◇経営状況 

「良 い」  ７．３％ （前年 １８．３％） 

「悪 い」 ６４．６％ （前年 ２９．７％） 

「変わらない」 ２８．１％ （前年 ５２．０％） 

 

◇主要事業の今後の方針（全産業、上位比率３項目） 

「現 状 維 持」 ６２．２％ （前年 ５６．９％） 

「強 化 拡 大」 ３１．１％ （前年 ３８．２％） 

「縮 小」  ５．５％ （前年  ４．５％） 

 

◇経営上の障害（全産業、上位比率３項目） 

「販売不振・受注の減少」  ５３．３％ （前年 ２９．９％） 

「人材不足（質の不足）」  ４３．９％ （前年 ５６．３％） 

「同業他社との競争激化」  ２７．１％ （前年 ２２．５％） 

 

◇経営上の強み（全産業、上位比率３項目） 

「製品・サービスの独自性」 ２９．８％ 

「技術力・製品開発力」 ２９．５％ 

「製品の品質・精度の高さ」 ２５．７％ 

 

◇週所定労働時間 

週４０時間以下である事業所の割合  ９３．５％ （前年 ９３．４％） 

 

◇月平均残業時間（従業員１人当たり） 

従業員１人当たり月平均残業時間  １３．７３時間（前年 １４．８７時間） 

 

◇年次有給休暇（従業員１人当たり） 

 平均付与日数 １５．９日 （前年 １５．７日） 

平均取得日数  ８．９日 （前年  ７．８日） 



 

◇令和２年３月新規学卒者採用・充足状況 

技術系全体：採用計画２８２人に対し、２１８人採用  （充足率７７．３％） 

事務系全体：採用計画 ９５人に対し、 ８０人採用  （充足率８４．２％） 

 

◇新規学卒者の平均初任給（令和２年６月の通勤手当を除く所定内給与） 

高 校 卒：技術系 １７１，６１０円  （対前年比   ＋２，７６６円） 

事務系 １７０，５３４円  （対前年比   －１，８５３円） 

専門学校卒：技術系 １８１，２０１円  （対前年比   －３，２４３円） 

事務系 １７８，８３３円  （対前年比   ＋５，５００円） 

短大卒(含高専)：技術系 １８４，２５８円  （対前年比  ＋１２，０２８円） 

事務系 １７８，１２５円  （対前年比   －７，９１８円） 

大 学 卒：技術系 １９６，５５９円  （対前年比   －３，１３９円） 

事務系 １９３，９０１円  （対前年比   －３，１３０円） 

 

◇令和３年３月新規学卒者採用計画 

採用計画が「ある」とする事業所は全産業計のうち２８．９％（前年３６．７％） 

学卒別採用計画：「高 校 卒」７０．１％（平均採用計画人数 ３．０９人） 

「専門学校卒」３１．８％（平均採用計画人数 ２．４４人） 

「短大卒(含高専)」１２．１％（平均採用計画人数 １．６８人） 

「大 学 卒」５４．１％（平均採用計画人数 ２．３４人） 

 

◇６０歳以上の高年齢者雇用状況 

「雇用している」 ８３．６％     「雇用していない」  １６．４％ 

              定 年 の 定 め を 廃 止 し た   ９．２％ 

              定年を６５歳以上に引き上げた  ２２．９％ 

              再雇用など継続雇用制度を導入した  ６７．９％ 

 

◇高年齢者の雇用条件（全産業、６０歳前と比較） 

 ①賃 金 

    「一律に下がる」２４．２％ 「変わらない」３１．０％ 「個人による」４４．８％ 

 ②役 職 

  「変 わ る」 ２２．７％ 「変わらない」３６．４％  「個人による」４０．９％ 

 ③仕 事 の 内 容 

  「変 わ る」   ７．８％ 「変わらない」５２．４％ 「個人による」３９．８％ 

 ④１日の労働時間 

  「少なくなる」１０．７％ 「変わらない」６０．７％ 「個人による」２８．７％ 

 ⑤週の労働日数 

  「少なくなる」１０．９％ 「変わらない」５６．９％ 「個人による」３２．２％ 

 

◇高年齢者就業確保措置の把握状況 

  「把握している」     ５９．０％   「把握していなかった」 ４１．０％ 

雇用に際して取られた措置 



 

◇高年齢者就業確保措置（全産業、上位比率３項目） 

 高年齢者就業確保措置のために、どのような措置を講じる予定か。 

 「今後他社の対応等の情報収集をしながら考えたい」      ３６．５％ 

 「７０歳 ま で の 継 続 雇 用 制 度 の 導 入」      ３３．２％ 

 「７０歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入」      １０．７％ 

 

◇新型コロナウイルス感染症による影響（全産業、上位比率３項目） 

①経営への影響 

  「売 上 高 の 減 少」 ７０．１％ 「取引先・顧客からの受注減少」 ６１．８％ 

  「営業活動等の縮小」 ３９．１％ 

 

②雇用環境の変化 

  「特に変化がない」 ３８．５％ 「労働日数を減らした従業員がいる」 ２８．６％ 

  「子の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる」    ２８．４％ 

 

③労働環境の整備 

  「特に整備していない」   ４９．７％  「時短勤務の導入」   １８．８％ 

  「テレワークの導入」   １４．８％ 
 

④雇用維持等のために活用（申請）した助成金 

  「活用していない」     ４１．９％  「雇用調整助成金」   ３４．４％ 

  「持続化給付金」     ２９．４％ 
 

◇賃金改定状況（全産業、令和２年１月１日から令和２年７月１日まで） 

「引 き 上 げ た」 ４５．２％  「未定」        ２２．５％ 

「今年は実施しない（凍結）」 ２１．０％ 
 

◇賃金改定額・率（全産業） 

改定後平均賃金  ２６６，２５３円（加重平均）  （前年２６４，４３３円） 

平均改定額      ３，９３１円        （前年  ６，０９１円）  

平均改定率       １．５０％        （前年   ２．３６％） 
 

◇賃金改定の内容（全産業） 

  「定 期 昇 給」      ６３．９％ 「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」３１．０％ 

「諸手当の改定」       １２．２％ 
 

◇賃金改定の決定要素（全産業） 

  「企業の業績」       ６８．３％ 「労働力の確保・定着」  ５１．７％ 

「世 間 相 場」        ２２．３％ 


